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はじめに
• 2008年5月末の総務省統計局による
「労働力調査」によれば、正規労働者
3371万人に対して、非正規労働者は
1737万人と雇用者全体の34.0％を
占めている。

• この5年間でも4％の増加を示し、1990
年当時に比べて約14％の増加である。
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• 非正規社員の比率を高めることは一時的に
は利益率の増加に繋がるが、長期的には、
企業収益・生産性や競争力の低下が引き起
こされる可能性のあることが指摘されている。

• さらに、企業内においては非熟練労働者の
増加や技能の伝承が停滞する危険性をはら
んでいる。このことは、製造業においては、
単に品質管理上の問題を引き起こすだけで
なく、労働安全衛生管理の分野においても
支障をきたす恐れがある。
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目 的

•雇用形態の多様化が現状の
労働安全衛生管理にどのよう
な影響を及ぼしているかを
明らかにする目的で、本調査
研究を実施した。
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対象と方法
• 調査対象事業所は石川県下の従業員数50人以上
の全事業所1000社を対象事業所とした。

• 選択式質問票による自記式調査を行い、郵送にて
回収した。主な質問項目は、

① 雇用形態の内訳、

② 各種健康診断の実施率、
③ 保健指導の実施率、
④ 安全衛生教育の実施率、
⑤ 急性疾患への対応、
⑥ 過重労働や精神保健対策、
⑦ 喫煙対策の実施状況、

• 調査期間は2007年12月から2008年1月。
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結 果
• 全体の回収数は498（回収率49.8%）であった。
• 業種別では、製造業が最も多く29.6%、ついで
サービス業が12.7%、卸売・小売業が11.9%、
建設業が8.9%、医療・福祉業が8.5%の順で
あった 。

• 規模別では、50人未満の規模が10.8%、
50~99人規模が31.7%、100~299人規模が
40.8%、300人以上の規模が13.3%であった 。
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